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別添 1 現地調査日程 
活 動 ガーナ･チーム ナイジェリア･チーム  滞在場所

午前 午後 望月、大野、岡田、喜多 望月、岡田、嶋岡 

11 月

12 日 

土 機中 （望月、大野、岡田出国） 

成田 10:30 発（LH711）    フランクフルト 14:15 着 

13 日 日 アクラ  

フランクフルト 11:10 発（LH 564） アクラ 18:25 着 

（喜多出国） 

12 日 ( 土 )成田 発 11:00 発

(KL862)ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ 15:10 着 

13 日 ( 日 ) ｱ ﾑ ｽ ﾃ ﾙ ﾀ ﾞ ﾑ 発

14:20(KL589)ｱｸﾗ着 20:05 

 

14 日 月 アクラ 在ガーナ大使館表敬、インタビュー CIDA へのインタビュー 

ODA タスクフォースへのインタビュー 

 

15 日 火 クマシ ・「アセセワ・アングリカン小学校整備計画(H15 年度案

件)」視察 

・クマシへ移動  

16 日 水 アクラ ・「アクロケリ教員養成学校付属中学校建設計画(H15 年

度)」視察 

・ブレマン・エシアム診療所入院棟建設計

画 (H15 年度)」視察 

 

17 日 木 アクラ 「ボソ中等技術学校校舎建設計画(H14 年度)」視察 ・米国大使館、USAID, EU へのインタビュー  

18 日 金 アクラ ドイツ大使館へのインタビュー 

NGO フォーカスグループディスカッション 

・JICA 政策アドバイザーへのインタビュー

・在ガーナ大使館への報告 

 

(大野帰国) 

18 日アクラ 22:05 発（LH565） 

19 日フランクフルト 5:35 着、 

フランクフルト13:40発（LH710）

20 日成田 8:45 着 

 

19 日 土 ラゴス （望月、岡田移動）        アクラ 15:55 発（VK804）ラゴス 17:55 着 

20 日 日 ラゴス 資料整理 資料整理 

 

 

・団内打合せ 

(喜多帰国) 

18 日 ｱｸﾗ発 22:05(KL590) 

19 日 ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ着 06:00 

       ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ 14:00(KL861) 

20 日 成田着 09:20 

(嶋岡出国) 

19 日(土)成田発 11:00(BA006) 

ﾋｰｽﾛｰ着 14:40 

ﾋｰｽﾛｰ発 22:15(BA083) 

20 日(日)ｱﾌﾞｼﾞｬ着 05:25 

   ｱﾌﾞｼﾞｬ発-ﾗｺﾞｽ着 09:00 

21 日 月 ラゴス 

アブジャ

・在ラゴス出張駐在官事務所表敬、インタビュー 

・「ラゴス環境衛生・マラリア予防計画(H15 年度案件)」

視察 

（案件視察） 

・ラゴス州政府 

・15:30 ラゴス発 16:30 アブジャ着（5B196）

 

  

 

22 日 火 アブジャ ・在ナイジェリア大使館表敬、インタビュー 

・英国 HCへのインタビュー 

・米国大使館へのインタビュー 

・「アブジャ・グワァコ地区小学校建設計画

(H15 年度)」視察 

・「アブジャ近郊 3 地域基礎保健センター改

善計画(H13 年度)」視察 

 

23 日 水 アブジャ ・「ナイジャー州ビダ近郊農村開発計画(H16 年度)」視

察 

・「ナイジャー州安定した稲作のための水田

開発計画(H13 年度)」視察 

 

 

24 日 木 アブジャ ・「カドゥナ州ドゥツェ村多目的訓練センター及び井戸

建設計画（H16 年度案件）」視察 

 

（案件視察） 

 

 

25 日 金 アブジャ ・アイルランド大、仏大、豪州 HC へのインタビュー 

・在ナイジェリア大使館への報告 

・JICA 専門家インタビュー 

・JICA 事務所にて資料確認 

 

 

 

26 日 土 機中 （望月、岡田帰国） 

    アブジャ 20:04 発（LH563） 

嶋岡帰国 

26 日 ( 土 ) ｱ ﾌ ﾞ ｼ ﾞ ｬ 発

09:05(BA082) ﾋ ｰ ｽ ﾛ ｰ 着

14:30(BA082) 

27 日 日 機中 フランクフルト 05:20 着   フランクフルト 18:40 発（LH710） 

 

27 日(日)ﾋｰｽﾛｰ発 14:35(BA007) 

28 日 月 機中 成田 08:45 着   27 日(月)成田着 11:05 
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別添 2 面談者リスト 

ガーナ共和国 

在ガーナ大使館 

石川 正紀 特命全権大使 

中村 温 参事官 

坂口 研 三等書記官 

中瀬 崇文 専門調査員 

現地 ODA タスクフォース（上記以外） 

宍戸健一  JICA 所長 

小渕 伸司 JICA 次長 

久下 勝也 事務所職員 

小林 英理子 事務所職員 

正木 幹生 企画調査員（援助調整） 

立田 亜紀子 企画調査員（農業） 

藤原 好子 企画調査員（保健） 

石川 智彦 企画調査員（産業） 

中島 美佐子 企画調査員（教育） 

鈴木 良和  シニア協力隊員（理数科教育） 

                JICA 関係者                       

松田 徳子 教育アドバイザー 

金崎 武志  ボソ中等技術学校派遣隊員（理数科教育） 

視察案件の関係者 

Mr. Canon MTK Asirdu  Headmaster, Asesewa Anglican Primary School  

Mr. J.K. Asare  Principal, Akrokeri Training College Practice School  

Mrs. Abema Adm Poky Vice Principal, Akrokeri Training College Practice School 

Mr. C.W. Nyakoh Vice Principal, Akrokeri Training College Practice School  

Mr. Daniel Agyapong Binfoh  Principal, Akrokeri Junior High School  

Ms. Mary Cobbinah  Nurse, Breman Esiam Health Center 

Ms. Mercy Amonoo Midwife, Breman Esiam Health Center 

Mr.M.K. Afunyah  Headmaster, Boso Secondary School  

Ms. Evelyn Danko Assistant Headmaster, Boso Secondary School 

他ドナー 

Ms. Lawrencia Simpson  Canada Fund Coordinator, Program Support Unit, Canada International 

Development Agency (SIDA) Ghana 

Mr. Dennis Weller  Deputy Mission Director, USAID Ghana 

Mr. Alfred K. Osei Food Aid Specialist, USAID Ghana 

Ms. Peace A. Nundoo Coordinator, Ambassador’s Special Self-Help Program 
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Mr. Koen Duchateau Second Secretary, Head of Section Rural Development, European Union  

Mr. Erik Kristensen  Programme Officer, Rural Development Section, European Union 

NGO フォーカスグループディスカッション出席者 

Mrs. Pearl Akosah Project Coordinator, Technoserve 

Mrs. Ernestina Ampofo  Representative, Catholic Relief Services 

Mr. Joshua Sarpei Addo Senior Accounts Officer, Habitat for Humanity 

Mr. Luke Atazona  Program Coordinator, ISODEC 

Mrs. Gloria Nyarko-Aypen Program Coordinator, Planned Parenthood Association of Ghana 

 
ナイジェリア連邦共和国 

在ナイジェリア大使館 

田中 映男 特命全権大使 

岩田 義正 公使参事官 

北川 伸太郎 一等書記官（経済協力） 

Mr. Emeka MBONU 現地職員 

在ラゴス出張駐在官事務所 

安沢 隆男 参事官 

JICA 専門家 

古閑 純子 JICA Expert on Health Planning 
Ministry of Health, Lagos State 

日下部 光 JICA Programme Advisor 
Federal Ministry of Education 

甲斐田 きよみ JICA Expert on Gender and Development 
National Centre for Women Development 

視察案件の関係者 

Dr. Olasindo Coordinator, Lawanson Community Partners for Health, 

Mrs. Ajibola A. Makanjuola Permanent Secretary, Ministry of Environment, Lagos State 

Mr. Danmola Program Coordinator, Edivision International Service 

Rev. Sr. Cecilia N. Azuh Health Coordinator, Health Department, Catholic Archdioces of 
Abuja 

Dr. O. O Fashola Program Coordinator, Watershed Initiative in Nigeria (WIN 2001)  

Mr. Muhammed Bello Executive Director, The Pastoral Resolve (PARE) 

Dr. Nafisatu D. Muhammad Executive Secretary, National Commission for Nomadic Education 

他ドナー 

Ms. Fati Garba  Projects Officer, British High Commission 

Ms. Agela Garman  Coordinator, Ambassador’s Special Self-Help Program,  
Embassy of USA 

Mr. Russell Hanley Aid Attache, Development Cooperation Ireland,  
Embassy of Ireland 

Mr. Vincent Larrouze 

Ms. Demay 

Economist, Attache for Cooperation, Embassy of France 

Coordinator 

Mr. Richard Levy Second Secretary, Australian High Commission 
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別添 3 「草の根・人間の安全保障無償資金協力」スキーム評価調査 質問票 

公館名                    

質問

番号 
質 問 

１．昨年度（H16 年度）の活動状況について 

H16 年度に応募･要請のあった案件についてお伺いします。 
1-1 昨年度に応募･要請のあった「草の根無償」の総数は何件ですか？ 

実数でお答えください。 

〔     〕件 

1-2 応募･要請のあった案件(上記 1-1)のうち、サイトで事前調査を実施した案件

は何件ですか？ 

〔     〕件 

1-3 応募･要請のあった案件(上記 1-1)のうち、これまでに承認された案件は何件

ですか？ 

〔     〕件 

1-4 承認された案件(上記 1-3) のうち、サイトで事前調査を実施した案件は何件

ですか？ 

〔     〕件 

２．在外公館の人員体制について（担当職員と外部委嘱員） 

2-1. 草の根無償担当職員 

2-1-1 「草の根無償」担当の本官職員は何人ですか？ 〔     〕人 

2-1-2 「草の根無償」担当官をサポートする現地職員は何人ですか？ 〔     〕人 

2-2. 外部委嘱員制度の活用 

何人ですか？ 

〔     〕人 

2-2-1 日本からの草の根外部委嘱員の採用は

ありますか？ 

 
「有り」の場合には、人数を記入し、委嘱業

務を してください（複数可）。 

 有り → 

 無し 
委嘱業務 

 応募･要請案件の事前調査１（書類審査・応募

者ヒヤリング） 

 応募･要請案件の事前調査２（サイト視察） 

 要請団体との協議･調整 

 請訓表等の起案 

 実施中案件の進行状況の監理･モニタリング 

 過去に実施した案件のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ・事後評価 

 その他 

何人ですか？ 

〔     〕人 
内訳をご記入ください。 

日本人  〔     〕人 

日本人以外〔     〕人 

2-2-2 現地での草の根外部委嘱員の配置はあ

りますか？ 

 

 
「有り」の場合には、人数と内訳を記入し、

委嘱業務を してください（複数可）。 

 有り → 

 無し 

委嘱業務 

 応募･要請案件の事前調査１（書類審査・応募

者ヒヤリング） 

 応募･要請案件の事前調査２（サイト視察） 

 要請団体との協議･調整 

 請訓表等の起案 

 実施中案件の進行状況の監理･モニタリング 

 過去に実施した案件のフォローアップ 

 その他 

2-3. 「草の根無償」の人員・実施体制について 

2-3-1 「草の根無償」業務の中で、現在、人や時間等の投入量が

最も大きい活動はどれですか？ 

 

最も投入量の大きい業務活動 

 事前調査 

 要請団体との協議･調整 

 監理･モニタリング 

 フォローアップ 

 その他（下記に、記入してください。) 

〔     〕  

2-3-2 「草の根無償」業務の実施体制（人員など）について、問

題点や課題があれば、ご記入ください。 
〔     〕 



 

132 

３．「草の根無償」の位置づけについて 

3-1 貴任国における我が国経済協力の中

に「草の根無償」スキームをどのよう

に位置づけ、活用していますか？ 

 
該当する項目を してください（複数

可）。 

 他の援助スキーム同様、戦略的に活用すべきスキーム 

 他の援助スキームとの連携を積極的に進めるスキーム 

 顔の見える援助として高い広報効果が期待できるスキーム 

 貴任国･地域固有の運用環境の下で、最も有効なスキーム 

 他ドナー･国際機関との連携協力を積極的に進めるスキーム 

 特段、戦略的な位置づけはない 

 その他（下記に、記入してください。） 

〔     〕  

3-2 「草の根無償」スキームの普及に向

け、どのような活動を行っています

か？ 

 
該当する項目を してください（複数

可）。 

スキーム普及･宣伝の手段 

 独自の応募団体向け説明書や申請用紙を作成・配布 

 草の根レベルで活動する NGO や地方自治体等を対象に、「草の根無

償」説明会や訪問による説明を実施 

 貴任国政府と草の根(小規模)無償について協議 

 日本の援助関係者に対する宣伝や情報の提供 

 ホームページへの掲載 

 ニュースレター等、貴館独自の広報物への掲載 

 地元の TV/ﾗｼﾞｵ/新聞を通じた、署名式等の広報 

 特段、行っていない 

 その他（下記に、記入してください。） 

〔     〕 

４．運用手続き及び案件の発掘･選定について 
4-1. 案件の選定基準 

4-1-1 本省作成のガイドラインを基に、貴任

国･地域に固有のスキーム運用環境

（政治・経済・社会･文化状況や貴館

の実施体制等）を考慮して、独自の選

定基準を設けていますか？ 

 いる → 

 いない 

貴館独自の選定基準で重視する事柄を記入してく

ださい。 

〔     〕 

4-1-2 2003 年度(H15 年度)より「人間の安全

保障」の理念が強化されましたが、貴

館の選定基準も変わりましたか？ 

 変った → 

 変っていない 

 分からない 

選定基準の変更点をご記入ください。 

〔     〕 

4-1-3 上位計画・関連計画との整合性につい

て 

 
貴任国・地域のスキーム運用環境を考慮

し、特に重視する項目を してください

（複数可）。 

 我が国ＯＤＡ大綱、中期政策、国別援助方針、二国間関係等との

整合性 

 任国の開発目標･課題･ニーズ、MDGs との整合性 

 経協政策対話にて先方政府と合意した重点分野との整合性 

 他ドナーとの援助協調 

 他ドナーに対する比較優位を踏まえた支援分野･項目 

 その他 

4-1-4 案件の内容の妥当性について 

 
貴任国･地域のスキーム運用環境を考慮

し、特に重視する項目を してください

（複数可）。 

 基礎生活分野（BHN）の向上を目的とすること 

 生計の向上・経済開発を目的とすること 

 紛争･災害地域への緊急人道支援を目的とすること 

 平和の定着と国づくりへの支援を目的とすること 

 HIV/AIDS や感染症対策への支援を目的とすること 

 社会的弱者（女性、子供、障害者）を支援すること 

 その他 

4-2. 貴任国で活動する NGO ネットワークや他ドナー・国際機関との連携協力 

4-2-1 案件形成に向けた、現地 NGO ネットワ

ークとの連携協力はありますか？ 

「有り」の場合には、該当する項目を し

てください（複数可）。 

 有り→

 無し 

 定期的な会合に参加し、協議･調整を行っている 

 必要に応じて連絡を取り合っている 

 その他（下記に、記入してください。） 

〔     〕 



 

133 

4-2-2 現地 NGO ネットワークとの連携協力

は、貴館の案件形成･実施能力の強化･

向上にどのように役立っています

か？ 

 
貴任国のスキーム運用環境を考慮し、特に

重視する項目を してください（複数

可）。 

  信頼性や能力の高い実施団体を得ることが出来る 

 実施団体との通信･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝに協力を得やすい 

 草の根ﾚﾍﾞﾙのﾆｰｽﾞや直接裨益者の声を把握できる 

 案件形成･ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟに協力を得やすい 

 災害等緊急時や紛争後支援に向けた案件に取組みや

すい 

 援助の重複を避けることができる 

 その他 

何件ですか？ 

〔     〕件 

4-2-3 昨年度（H16 年度）の承認案件に、NGO

ネットワークとの連携協力により形

成された案件はありますか？ 

 
「有り」の場合には、「件数」を記入し、

その「分野」を してください（複数可）。

 有り→

 無し 

分野 

 保健･医療（HIV/AIDS･感染症対策を除く) 

 教育 

 水・衛生・環境 

 民生･福祉（女性･子供･障害者への支援） 

 農林水産 

 通信運輸 

 生計能力の育成（職業訓練＊、ﾏｲｸﾛｸﾚｼﾞｯﾄ） 

 災害･飢餓対策･難民支援 

 紛争後の復興･選挙･民主化支援 

 HIV/AIDS･その他の感染症対策 

 その他    
＊：女性･障害者のための職業訓練を除く。

4-2-4 現地 NGO ﾈｯﾄﾜｰｸとの連携協力を進め

る上での問題・課題は何ですか？ 

具体的に記述して下さい。 

〔     〕 

4-2-5 案件形成に向けた、他ドナー・国際機

関との連携協力はありますか？ 

 
「有り」の場合には、該当する項目を し

てください（複数可）。 

 小規模無償に関する定期的なドナー会合等に参加

し、協議･調整を行っている 

 国際機関の日本人職員を通じ連絡を取り合っている

 必要に応じて連絡を取り合っている 

 その他（下記に、記入してください。） 

〔     〕 

4-2-6 他ドナー・国際機関との連携協力は、

貴館の案件形成･実施能力の強化･向

上にどのように役立っていますか？ 

 
貴任国のスキーム運用環境を考慮し、特に

重視する項目を してください（複数

可）。 

 有り→

 無し 

 信頼性や能力の高い実施団体を得ることが出来る 

 実施団体との通信･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝに協力を得やすい 

 草の根ﾚﾍﾞﾙのﾆｰｽﾞや直接裨益者の声を把握できる 

 案件形成･ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟに協力を得やすい 

 災害等緊急時や紛争後支援に向けた案件に取組みや

すい 

 援助の重複を避けることができる 

 その他 

4-2-7 昨年度（H16 年度）の承認案件に、他

ドナー・国際機関との連携協力に 

より形成された案件はありますか？ 

 
「有り」の場合には、「件数」を記入し、

その「分野」を してください（複数可）。

 有り→

 無し 

何件ですか？ 

〔     〕件 
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   分野 

 保健･医療（HIV/AIDS･感染症対策を除く) 

 教育 

 水・衛生・環境 

 民生･福祉（女性･子供･障害者への支援） 

 農林水産 

 通信運輸 

 生計能力の育成（職業訓練＊、ﾏｲｸﾛｸﾚｼﾞｯﾄ） 

 災害･飢餓対策･難民支援 

 紛争後の復興･選挙･民主化支援 

 HIV/AIDS･その他の感染症対策 

 その他  ＊：女性･障害者のための職業訓練を除く。 

4-2-8 他ﾄﾞﾅ ・ー国際機関との連携協力を進め

る上での問題･課題は何ですか？ 

具体的に記述して下さい。 

〔     〕 

4-3. 日本の他の援助スキームとの連携協力 

4-3-1 案件形成に向けた、日本の援助関係機

関･関係者との連携協力はあります

か？ 

 
「有り」の場合には、該当する項目を し

てください（複数可）。 

 ODA タスクフォースで協議･調整を行っている 

 援助関係者の会合で草の根無償を紹介している 

 調査や事業実施に訪れる開発コンサルタントにブリ

ーフィングを行っている 

 日本人援助関係者との協調案件を形成している 

 特に方策はとっていない 

 その他（下記に、記入してください。） 

〔     〕 

4-3-2 日本の他の援助スキームとの連携協

力は、貴館の案件形成･実施能力の強

化･向上にどのように役立っています

か？ 

 
貴任国のスキーム運用環境を考慮し、特に

重視する項目を してください（複数

可）。 

 有り→

 無し 

 信頼性や能力の高い実施団体を得ることが出来る 

 実施団体との通信･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝに協力を得やすい 

 草の根ﾚﾍﾞﾙのﾆｰｽﾞや直接裨益者の声を把握できる 

 案件形成･ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟに協力を得やすい 

 災害等緊急時や紛争後支援に向けた案件に取組みや

すい 

 援助の重複を避けることができる 

 その他 

何件ですか？ 

〔     〕件 
 有り→

 無し 
分野 

 保健･医療（HIV/AIDS･感染症対策を除く) 

 教育 

 水・衛生・環境 

 民生･福祉（女性･子供･障害者への支援） 

 農林水産 

 通信運輸 

 生計能力の育成（職業訓練＊、ﾏｲｸﾛｸﾚｼﾞｯﾄ） 

 災害･飢餓対策･難民支援 

 紛争後の復興･選挙･民主化支援 

 HIV/AIDS･その他の感染症対策 

 その他    
＊：女性･障害者のための職業訓練を除く。

4-3-3 昨年度（H16 年度）の承認案件に、日

本の他の援助スキームとの連携協力

により形成された案件はあります

か？ 

 
「有り」の場合には、「件数」を記入し、

その「分野」と「連携スキーム」を し

てください（複数可）。 

 連携スキーム 

 一般無償との連携 

 紛争予防・平和構築無償との連携 

 JOCV/SV との連携 

 JICA 専門家との連携 

 技術協力プロジェクト･開発調査との連携 

 その他（下記に、記入してください。） 

〔     〕 
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4-3-4 日本の他の援助スキームとの連携協

力を進める上での問題・課題は何です

か？ 

具体的に記述して下さい。 

〔     〕 

５．実施中案件のモニタリング及び終了後のフォローアップについて 
5-1 事業進捗状況のモニタリング及びフ

ォローアップはどのように行ってい

ますか？（複数可） 

 

モニタリング及びフォローアップの方法 

 被供与団体が提出する中間及び最終報告書等で進捗状況を確認し

ている 

 終了後一定期間を経た案件について、被供与団体の報告（写真等）

により確認している 

 館員が地方出張等の機会に当該地域の案件を視察している 

 草の根外部委嘱員が調査を行っている 

 事業完了後の引渡し式に館員が出席して視察を行っている 

 その他（下記に、記入してください。） 

〔     〕 

5-2 モニタリング及びフォローアップ実

施上の問題点や課題を記入してくだ

さい。 

〔     〕 

モニタリング及びフォローアップの方法 

 第 3 機関（現地コンサルタント、NGO）に委託 

 先方政府機関に依頼 

 他ドナー･国際機関に依頼 

 その他（下記に、記入してください。) 

〔     〕 

5-3 災害･紛争地域における実施案件用の

特別のモニタリングやフォローアッ

プの体制を整備していますか？ 

 
「いる」の場合には、その方法を し（複

数可）、問題点･課題についてお答えくださ

い。 

 いる→ 

 いない 

災害･紛争地域におけるモニタリング及びフォローアップ実

施上の問題点や課題を記入してください。 

〔     〕 

最後に、このアンケートに関するご意見等ありましたら、ご自由にお書きください。 

〔     〕 
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別添 4 ナイジェリア応募案内 
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別添 5 ナイジェリア簡易申請書 
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別添 6 ナイジェリア申請書 
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